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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期
第１四半期
累計(会計)期間

第30期
第１四半期
累計(会計)期間

第29期

会計期間

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成21年
６月30日

売上高（千円） 709,140 720,9372,867,643

経常利益（千円） 48,977 60,321 195,943

四半期（当期）純利益（千円） 25,692 31,301 113,611

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 501,375 501,375 501,375

発行済株式総数（株） 5,575,3205,575,3205,575,320

純資産額（千円） 1,881,0601,930,6401,954,545

総資産額（千円） 2,477,4992,532,1812,532,960

１株当たり純資産額（円） 337.39 349.71 354.04

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 4.61 5.67 20.50

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － 10.00

自己資本比率（％） 75.9 76.2 77.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
77,145 24,354 249,629

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△33,578 △42,136△115,023

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△55,753 △55,207 △70,185

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 652,743 656,360 729,350

従業員数（人） 210 213 216

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 213 （21） 

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第１四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第１四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（千円）

　
前年同四半期比（％）　

　
　

タウンニュース事業部門 267,241 2.8

その他事業部門 14,624 4.8

合計 281,866 2.9

　（注）１．金額は売上原価によっております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当第１四半期会計期間の受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第１四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（千円）

　
前年同四半期比（％）

　
　

その他事業部門 18,548 20.2

合計 18,548 20.2

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．タウンニュース事業部門は受注生産を行っていないため、記載を省略しております。

(3）販売実績

当第１四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

当第１四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（千円）

　
前年同四半期比（％）

　
　

タウンニュース事業部門 704,119 1.7

その他事業部門 16,818 1.5

合計 720,937 1.7

　（注）　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　

２【事業等のリスク】

  当第１四半期会計期間において、新たに発生したリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）経営成績の分析

　　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、昨年からの世界的な金融・経済危機の影響が続いており、企業収

　益の悪化や個人消費の低迷、雇用情勢の悪化など依然として景気回復の兆しが見えない状況となっています。

　　当社が属するフリーペーパー業界におきましても、景気後退に伴う収益の悪化により、やむなく人員削減や事業

　規模の縮小に踏み切る企業もみられるなど、かつて経験したことのない厳しい経営環境が続いています。

　　このような環境の中、当社主力事業であるタウンニュース事業部門につきましては、新規創刊を行わないかわり

　に、隔週発行版の毎週発行化を進め発行頻度を増加させるなど、既存発行版の深耕に注力するとともに他媒体から

　タウンニュースへの切り替え需要を推進し、官公庁・団体等への営業も積極的に行いました。また、各発行版の頁

　数を状況に応じて柔軟に適正化し、発行原価の抑制に努めました。

    　これらの施策により、神奈川県東部を中心に受注を拡大することができ、タウンニュース事業部門の売上高は

　　増加しました。

　　その他事業部門の出版・印刷部につきましても、自費出版や行政・団体関連からの受注により、売上高は増加し

　ました。

　　　　以上の結果、売上高は720百万円(前年同四半期比1.7％増)、営業利益は57百万円(前年同四半期比23.6％増)、経

　　　常利益は60百万円(前年同四半期比23.2％増)、四半期純利益は31百万円(前年同四半期比21.8％増)となりました。

（２）財政状態の分析
（資産）

　当第１四半期会計期間末の総資産は2,532百万円となり、前事業年度末とほぼ同額となりました。これは、受取手形

及び売掛金が22百万円増加したものの、現金及び預金が51百万円減少するなど流動資産合計が5百万円減少し、有形

固定資産が2百万円、無形固定資産も3百万円減少しましたが、投資その他の資産合計が11百万円増加となったため

であります。

（負債）

　負債合計は前事業年度末に比べ23百万円増加し601百万円となりました。これは主に、未払法人税等が15百万円減

少したものの、賞与引当金が46百万円増加したためであります。

（純資産）

　純資産は前事業年度末に比べ23百万円減少し、1,930百万円となりました。これは、利益剰余金の減少であります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ72百万円

減少し656百万円となりました。

　当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、24百万円（前年同期比68.4％減）となりました。これは主に、法人税等の支払

（51百万円）、売上債権の増加（22百万円）、退職給付引当金の減少（2百万円）等の減少要因を、税引前四半期純

利益（55百万円）、賞与引当金の増加（46百万円）等の増加要因が上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、42百万円（前年同期比25.4％増）となりました。これは主に、定期預金の預入に

よる支出（30百万円）、有形固定資産の取得による支出（8百万円）等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、55百万円（前年同期比0.9％減）となりました。これは、配当金の支払額（55百万

円）によるものであります。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第１四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、改修等について、重

　要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はありません。

②移転、除却等の完了

　前事業年度末に計画しておりました重要な設備の移転、除却について当第１四半期会計期間において完了したも

　のは、次のとおりであります。

　

　重要な設備の移転　

　事業所名 　所在地 　事業の部門別の名称 　設備の内容 　投資額（千円） 　完了年月

　相模原支社 　神奈川県相模原市 タウンニュース事業部門 　営業拠点 　　　7,829 　平成21年8月

　（注）上記金額には、消費税は含んでおりません。

　

　重要な設備の除却

　事業所名 　所在地 　事業の部門別の名称 　設備の内容 　帳簿価額（千円） 　完了年月

　相模原支社 　神奈川県相模原市 タウンニュース事業部門 　営業拠点 　　　4,233 　平成21年8月

 　　　　（注）１．上記金額には、消費税は含んでおりません。

　　　　　　　 ２．上記の設備の除却は、相模原支社移転に伴うものであります。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

   普通株式 12,034,000

計 12,034,000

　②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,575,320 5,575,320ジャスダック証券取引所
単元株式数

100株（注）

計 5,575,320 5,575,320 － －

　（注）　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日　
－ 5,575,320 － 501,375 － 481,670

 

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成21年９月16日付の

変更報告書の写しの送付があり、平成21年９月15日現在で378,600株を保有している旨の報告を受けておりま

すが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

　なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の変更報告書の写しの内容は以下のとおりです。

大量保有者 スパークス・アセット・マネジメント株式会社

住所 東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ大崎

保有株券等の数 株式　378,600株

株券等保有割合 6.79％
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式　　 54,600 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）  普通株式　5,520,300 55,203 同上

単元未満株式  普通株式        420 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 5,575,320 － －

総株主の議決権 － 55,203 －

　

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社

タウンニュース社

神奈川県秦野市

曽屋668番地
54,600 －  54,600  0.97

計 － 54,600  －  54,600 　0.97 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年７月 ８月 ９月

最高（円） 263 365 261

最低（円） 238 241 242

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に

基づき、当第１四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21

年７月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）に係る四半期財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また当第１四半

期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けて

おります。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 956,012 1,007,601

受取手形及び売掛金 251,934 229,263

仕掛品 4,804 5,083

原材料及び貯蔵品 342 371

その他 76,540 53,802

貸倒引当金 △3,779 △4,356

流動資産合計 1,285,855 1,291,766

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 244,612 242,581

土地 480,792 480,792

その他（純額） 54,251 58,998

有形固定資産合計 ※
 779,657

※
 782,372

無形固定資産 43,820 47,446

投資その他の資産

その他 433,880 421,648

貸倒引当金 △11,031 △10,273

投資その他の資産合計 422,848 411,374

固定資産合計 1,246,326 1,241,193

資産合計 2,532,181 2,532,960

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 60,276 58,275

未払法人税等 44,443 59,904

賞与引当金 69,757 23,430

その他 151,509 158,785

流動負債合計 325,988 300,395

固定負債

長期未払金 144,966 144,966

退職給付引当金 130,587 133,052

固定負債合計 275,553 278,018

負債合計 601,541 578,414
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 501,375 501,375

資本剰余金 481,670 481,670

利益剰余金 962,025 985,931

自己株式 △14,432 △14,432

株主資本合計 1,930,640 1,954,545

純資産合計 1,930,640 1,954,545

負債純資産合計 2,532,181 2,532,960
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 709,140 720,937

売上原価 273,662 281,866

売上総利益 435,478 439,070

販売費及び一般管理費 ※
 388,553

※
 381,094

営業利益 46,925 57,976

営業外収益

受取利息 1,575 1,814

その他 476 529

営業外収益合計 2,052 2,344

経常利益 48,977 60,321

特別損失

固定資産除却損 － 4,742

特別損失合計 － 4,742

税引前四半期純利益 48,977 55,578

法人税、住民税及び事業税 52,555 41,868

法人税等調整額 △29,270 △17,590

法人税等合計 23,285 24,277

四半期純利益 25,692 31,301
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 48,977 55,578

減価償却費 11,916 10,123

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,678 181

賞与引当金の増減額（△は減少） 45,309 46,327

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,630 △2,465

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △149,589 －

長期未払金の増減額（△は減少） 151,246 －

受取利息及び受取配当金 △1,575 △1,814

固定資産除却損 － 4,742

売上債権の増減額（△は増加） △40,356 △22,670

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,298 307

仕入債務の増減額（△は減少） 5,429 2,001

その他 7,016 △17,945

小計 89,384 74,366

利息及び配当金の受取額 1,103 1,589

法人税等の支払額 △13,343 △51,601

営業活動によるキャッシュ・フロー 77,145 24,354

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △25,738 △30,408

有形固定資産の取得による支出 △3,407 △8,599

有形固定資産の売却による収入 － 181

貸付金の回収による収入 90 30

その他 △4,522 △3,340

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,578 △42,136

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △55,753 △55,207

財務活動によるキャッシュ・フロー △55,753 △55,207

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,186 △72,989

現金及び現金同等物の期首残高 664,930 729,350

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 652,743

※
 656,360
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　当第１四半期会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

　　　該当事項はありません。　

　

 

【表示方法の変更】
　

当第１四半期会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）

　（四半期貸借対照表関係）

　　 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令

　  第50号）が適用となることに伴い、前第１四半期会計期間において、「原材料」として掲記されていたものは、当

    第１四半期会計期間から「原材料及び貯蔵品」として掲記しております。

　

　

【簡便な会計処理】

　　　当第１四半期会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

　　　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　当第１四半期会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）　　　

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、266,693千円

　　であります。

　※　有形固定資産の減価償却累計額は、282,020千円

　　であります。

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は

　　次のとおりであります。

給料手当 165,874千円

退職給付費用 15,776千円

賞与引当金繰入額 37,103千円

貸倒引当金繰入額 4,620千円

給料手当 169,463千円

退職給付費用 6,983千円

賞与引当金繰入額 37,214千円

貸倒引当金繰入額 723千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 890,227

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △237,484

現金及び現金同等物 652,743

 （千円）

現金及び預金勘定 956,012

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △299,651

現金及び現金同等物 656,360
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,575,320株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　54,600株 

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月25日

定時株主総会
普通株式 55,207 10平成21年６月30日平成21年９月28日利益剰余金　

 

（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末（平成21年９月30日）　

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　前第１四半期累計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

 

　当第１四半期累計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社タウンニュース社(E05576)

四半期報告書

17/21



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 349.71円 １株当たり純資産額 354.04円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第１四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4.61円 １株当たり四半期純利益金額 5.67円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 25,692 31,301

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 25,692 31,301

期中平均株式数（株） 5,575,320 5,520,720

 

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　当第１四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年度末に比較して著しい変動が認められないため、記　

載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月５日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

監査法人　トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成20年７月１日から平成21年６月30日までの第29期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年７月１日か

ら平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月２日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三富　康史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石上　卓哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの第30期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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